
学校段階等別・教科等別ワーキンググループ等の進捗状況等

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○総則・評価特別部会 １

【第一回：11月2日（月）、第二回：12月2日（水）、第三回：12月22日（火）、

第四回：１月18日（月）

・総則・評価特別部会における検討事項（案）

・学習指導要領の構成と改善の視点（たたき台）

・学習評価の改善に関する主な論点（案）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○幼児教育部会 ８

【第一回：10月23日（金）、第二回：11月20日（金）、第三回：12月24日（木）、

第四回：１月21日（木）】

・幼児教育部会における検討事項について（案）

・幼児教育部会（第３回）における検討事項

・幼稚園教育要領の構造化のイメージ（仮案・調整中）

・教育課程部会幼児教育部会（第４回）における検討事項

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○特別支援教育部会 １４

【第一回：11月６日（金）、第二回：11月19日（木）、第三回・第四回：12月16日（水）、

第五回：１月20日（水）】

・特別支援教育部会における検討事項について（案）

・特別支援教育部会にける検討状況（第４回まで）

・各教科等における生涯に応じた配慮事項について（検討例）

・・・・・・・・・・・・・・・・○言語能力の向上に関する特別チーム ３５

【第一回：10月22日（木）、第二回：12月18日（金）、第三回：１月13日（水）】

・言語能力の向上に関する特別チームにおける検討事項

・言語に関する資質・能力（検討のたたき台）

・言語に関する資質・能力の要素（イメージ案）

資料１



・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○国語ワーキンググループ ３８

【第一回：11月19日（木）、第二回：12月14日（月）、第三回：１月19日（火）】

・国語ワーキンググループにおける検討事項

・国語科で育成すべき資質・能力（検討のたたき台）

・国語科における学習活動の要素（イメージ案）

・国語教育のイメージ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○外国語ワーキンググループ ４３

【第一回：10月26日（月）、第二回：11月30日（月）、第三回：12月11日（金）、

第四回：12月21日（月）、第五回：1月12日（火）】

・外国語ワーキンググループにおける検討事項について

・資質・能力の三つの柱に沿った、小・中・高を通じて外国語教育において

育成すべき資質・能力の整理（たたき台）

・資質・能力を育成する学びのプロセスの要素イメージ

・・・・・○高等学校の地歴・公民科科目の在り方に関する特別チーム ４７

【第一回：11月12日（木）、第二回：12月21日（月）】

・高等学校地理・公民科科目の在り方に関する特別チームにおける検討事項

・「歴史総合（仮称）」の方向性・特色・構成イメージ (たたき台案)

・「地理総合（仮称）」において重視する思考力等と授業イメージ（たたき台案）

・公民科新設科目の方向性として考えられる構成（たたき台案）

※最新の資料は、社会・地理歴史・公民ワーキンググループ（平成28年1月28日）において配付

・・・・・・・・・・・・・○社会・地理歴史・公民ワーキンググループ ５２

【第一回：12月７日（月）、第二回：１月18日（月）、第三回：１月25日（月）、

第四回：１月28日（木）、第五回：２月８日（月）】

・社会・地理歴史・公民ワーキンググループにおける検討事項

・社会科、地理歴史科、公民科における思考力、判断力、表現力等の育成の

イメージ

・「社会科等における見方や考え方と思考力、判断力、表現力等」イメージ（た

たき台案）



○高等学校の数学・理科にわたる探究的科目の在り方に関する特別チーム

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５６

【第一回：11月20日（金）、第二回：１月21日（木）】

・高等学校の数学・理科にわたる探究的科目の在り方に関する特別チーム検

討事項

・数理探究（仮称）の基本的な考え方について（論点案）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・○算数・数学ワーキンググループ ５８

【第一回：12月17日（月）、第二回：１月22日（金）】

・算数・数学ワーキンググループにおける検討事項

・算数・数学教育のイメージ

・資質・能力の三つの柱に沿った、小・中・高を通じて各教科等において育

成すべき資質・能力の整理

・算数・数学の問題発見・解決のプロセス（案）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○理科ワーキンググループ ６２

【第一回：11月10日（火）、第二回：12月14日（月）、第三回：１月14日（木）、

第五回：２月５日（金）】

・理科ワーキンググループにおける検討事項

・理科教育のイメージ（案）

・理科教育において育成すべき資質・能力（検討のたたき台）

・理科の各領域における特徴的な見方（案）

・資質・能力を育むために重視すべき学習過程等の例（たたき台）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○芸術ワーキンググループ ６８

【第一回：11月23日（月）、第二回12月21日（月）、第三回・第四回：１月2

2日（金）】

・芸術ワーキンググループにおける検討事項

・小・中・高を通じ、音楽科、芸術科（音楽）において育成すべき資質・能

力の整理（検討のたたき台）

・音楽科、芸術科（音楽）における学習のプロセス（イメージ案）

・小・中・高を通じ、図画工作科、美術科、芸術科（美術、工芸）において



育成すべき資質・能力の整理（検討のたたき台）

・図画工作科、美術科、芸術科（美術、工芸）における学習のプロセス（イ

メージ案）

・芸術科（書道）において育成すべき資質・能力の整理（検討のたたき台）

・芸術科（書道）における学習のプロセス（イメージ案）

・豊かな情操の育成を目指した小・中・高等学校修了時の児童生徒の姿（育

成すべき資質・能力）（検討のたたき台）

・・・・・・・・・・・・・・・○家庭、技術・家庭ワーキンググループ ８２

【第一回：11月30日（月）、第二回・第三回：12月15日（火）】

・家庭、技術・家庭ワーキンググループにおける検討事項

・家庭科、技術・家庭科（家庭分野）における教育のイメージ（たたき台）

・技術・家庭科（技術分野）における教育のイメージ（たたき台）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○情報ワーキンググループ ８５

【第一回：10月22日（木）、第二回：11月24日（火）、第三回：12月22日（火）、

第四回：１月20日（水）】

・情報ワーキンググループの今後の検討事項について

・情報に関わる資質・能力について

・情報に関わる資質・能力についての参考資料

・・・・・・・・・○体育・保健体育、健康、安全ワーキンググループ １０３

【第一回・二回：11月23日（月）、第三回：12月10日（木）、第四回：12月2

4日（木）、第五回：１月20日（水）】

・体育・保健体育、健康、安全ＷＧにおける検討事項（案）

・健やかな体の育成に関する教育のイメージ（たたき台）

・【たたき台】資質・能力の三つの柱に沿った、小・中・高を通じて育成すべ

き資質・能力の整理イメージ（体育科・保健体育科）

・・・・・・・・・・○生活・総合的な学習の時間ワーキンググループ １０８

【第一回：11月16日（月）、第二回：12月８日（火）、第三回：1月12日（火）】

・生活・総合的な学習の時間ワーキンググループにおける検討事項



・・・・・・・・・・・・・・・・・・○特別活動ワーキンググループ １０９

【第一回：11月25日（水）、第二回：12月22日（火）、第三回：１月20日（水）】

・特別活動ワーキンググループにおける検討事項

・特別活動のイメージ（たたき台）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・○産業教育ワーキンググループ １１１

【第一回：12月７日（月）、第二回：12月16日（水）、第三回・四回：1月8

日（金）】

・産業教育ワーキンググループにおける検討事項

（未開催）

・中学校部会、高等学校部会

・考える道徳への転換に向けたワーキンググループ



 

総則・評価特別部会における検討事項（案） 

 

 

（１） 学習指導要領等全体及び総則の構造に関する考え方 

 

○ 「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて、学習指導要領等全体や総則はどのような

構造や表現とすべきか。 

 

○ 論点整理で指摘された以下のような点について、各学校段階の総則においてどのように

示すべきか。 

・学校生活の核となる教育課程の意義 

・教育関係法令に定める目的・目標等との関係 

・育成すべき資質・能力の要素 

・知・徳・体の総合的な育成、道徳教育、体育・健康や安全等に関する指導 

・各教科等の本質的意義と教育課程の総体的構造 

・教科等横断的に育成すべき資質・能力と、教科等間の関係 

・教育課程編成の在り方（カリキュラム・マネジメント） 

・学習・指導の改善の視点（アクティブ・ラーニングの視点） 

・教育課程全体において重視すべき学習活動等（習得・活用・探究、言語活動、体験活動、

問題解決的な学習、自主的・自発的な学習、見通し・振り返り、繰り返し指導、情報機

器やネットワーク等の活用、社会教育施設等の活用、学校図書館を活用した読書活動、

美術館や音楽会等を活用した芸術鑑賞活動等） 

・部活動の位置付けと留意点 

 

（２）発達の段階や成長過程のつながりを踏まえた総則の在り方 

 

○ 論点整理で指摘された以下のような点について、各学校段階の教育の特質を踏まえつつ、

発達の段階や成長過程をつなぐ観点から、学習指導要領等においてどのように示すべき

か。 

・学校段階間の接続 

・１８歳の段階や義務教育段階で身に付けておくべき力についての考え方の共有 

・インクルーシブ教育システムの理念を踏まえた連続性のある「多様な学びの場」におけ

る十分な学びの確保 

平成 27 年 12 月 22 日 

総則・評価特別部会 
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・特別支援教育に関すること（通級による指導や特別支援学級の意義・位置付け、「個別

の教育支援計画」や「個別の指導計画」の位置付け、特別支援教育コーディネーターを

中心とした支援体制の確立等） 

・キャリア教育の視点 

・多様な個に応じた指導の在り方（優れた才能や個性を有する児童生徒への指導や支援、

海外から帰国した子供や外国人児童生徒への日本語指導・適応指導等、学び直し、習熟

度別指導等） 

・生徒指導、進路指導 

 

（３）社会とのつながり 

   

○ 家庭や地域社会との連携や、障害のある幼児児童生徒との交流及び共同学習、異年齢・

世代間交流等について、学習指導要領等においてどのように示すべきか。 

 

（４）学習評価 

 

○ 論点整理で指摘された以下のような点について、どのように考えるか。 

・育成すべき資質・能力等を踏まえた学習評価の今後の方向性について 

・観点別学習状況の評価の在り方について 

・多様な学習活動や学習成果の評価について 

・学習評価と学習・指導方法の改善について 

・指導要録の在り方について 

・効果的な学習評価の推進方策について 
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（
ｱ

ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ･
ﾗ
ｰ

ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ）

の
視

点

知
・
徳

・
体

の
総

合
的

な
育

成
の

視
点

学
校

生
活

の
核

と
な

る
教

育
課

程
の

意
義

教
科

等
各

教
科

等
の

本
質

的
意

義
と

教
育

課
程

の
総

体
的

構
造

教
育

課
程

全
体

に
お

い
て

重
視

す
べ

き
学

習
活

動
等

（
習

得
・
活

用
・
探

究
、

言
語

活
動

、
体

験
活

動
、

問
題

解
決

的
な

学
習

、
自

主
的

・
自

発
的

な
学

習
、

見
通

し
・
振

り
返

り
、

繰
り

返
し

指
導

、
情

報
機

器
や

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

等
の

活
用

、
社

会
教

育
施

設
等

の
活

用
、

学
校

図
書

館
を

活
用

し
た

読
書

活
動

、
美

術
館

や
音

楽
会

等
を

活
用

し
た

芸
術

鑑
賞

活
動

等
）

論
点

整
理

を
踏

ま
え

て
追

加
又

は
整

理
す

べ
き

視
点

（
例

）

学
校

段
階

間
の

接
続

18
歳

の
段

階
や

義
務

教
育

段
階

で
身

に
つ

け
て

お
く
べ

き
力

の
共

有 キ
ャ

リ
ア

教
育

の
視

点

多
様

な
個

に
応

じ
た

指
導

の
在

り
方

（
優

れ
た

才
能

や
個

性
を

有

す
る

児
童

生
徒

へ
の

指
導

や
支

援
、

海
外

か
ら

帰
国

し
た

子
供

や
外

国
人

児
童

生
徒

へ
の

日
本

語
指

導
・
適

応
指

導
等

、
学

び
直

し
、

習
熟

度
別

指
導

等
）

生
徒

指
導

、
進

路
指

導

ｲ
ﾝ
ｸ
ﾙ

ｰ
ｼ
ﾌ
ﾞ教

育
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

の
理

念
を

踏
ま

え
た

連
続

性
の

あ
る

「
多

様
な

学
び

の
場

」
に

お
け

る
十

分
な

学
び

の
確

保

青
字

は
、

中
学

校
学

習
指

導
要

領
に

は
示

さ
れ

て
い

な
い

観
点

平
成

2
7

年
1

2
月

2
日

総
則

・
評

価
特

別
部

会

資
料

４ １



２

各
教

科
等

ご
と

に
，

目
標

，
内

容
，

内
容

の
取

扱
い

を
規

定

第
１章

総
則

第
２
章

各
教

科

第
３
章

特
別
の
教
科

道
徳
※

第
４
章
総
合
的
な
学
習
の
時
間

第
５
章

特
別

活
動

第
１

節
国

語
第

２
節

社
会

第
３

節
数

学
第

４
節

理
科

第
５

節
音

楽

第
６

節
美

術
第

７
節

保
健

体
育

第
８

節
技

術
・
家

庭
第

９
節

外
国

語

教
育

課
程

の
編

成
、

実
施

に
つ

い
て

各
教

科
等

に
わ

た
る

通
則

的
事

項
を

規
定

第
１

教
育

課
程

編
成

の
一

般
方

針
・
教
育
基
本
法
、
学
校
教
育
法
等
に
示
さ
れ
た
教
育
の
目
的
、
目
標

学
力
の
３
要
素
、
言
語
活
動
の
充
実
、
生
徒
の
学
習
習
慣
の
確
立

・
道
徳
教
育

・
体
育
・
健
康
に
関
す
る
指
導

第
２

内
容

の
取

扱
い

に
関

す
る

共
通

的
事

項
・
発
展
的
内
容
の
指
導
と
留
意
点

・
指
導
の
順
序
の
工
夫

・
学
年
の
目
標
及
び
内
容
の
示
し
方
・
複
式
学
級
・
選
択
教
科
の
開
設

第
３

授
業

時
数

の
取

扱
い

・
年
間
の
授
業
日
数
（
週
数
）
・
生
徒
会
活
動
、
学
校
行
事

・
１
単
位
時
間
の
適
切
な
設
定
、
短
時
間
学
習
の
留
意
点

・
創
意
工
夫
を
生
か
し
た
弾
力
的
な
時
間
割

・
総
合
的
な
学
習
の
時
間
に
よ
る
特
別
活
動
（
学
校
行
事
）
へ
の
振
り
替
え

第
４

指
導

計
画

の
作

成
等

に
当

た
っ

て
配

慮
す

べ
き

事
項

１
学
校
の
創
意
工
夫
を
生
か
し
、
調
和
の
取
れ
た
具
体
的
な
指
導
計
画

・
各
教
科
、
各
学
年
間
の
相
互
の
連
携
、
系
統
的
・
発
展
的
指
導

・
２
学
年
を
見
通
し
た
指
導

・
ま
と
め
方
や
重
点
の
置
き
方
に
工
夫
し
た
効
果
的
な
指
導

２
そ
の
他
の
配
慮

・
言
語
活
動
の
充
実

・
体
験
的
な
学
習
、
問
題
解
決
的
な
学
習
、
自
主
的
・
自
発
的
な
学
習

・
生
徒
指
導
の
充
実
・
進
路
指
導
の
充
実
・
ガ
イ
ダ
ン
ス
機
能
の
充
実

・
生
徒
が
見
通
し
を
立
て
た
り
振
り
返
っ
た
り
す
る
活
動

・
個
に
応
じ
た
指
導
の
充
実
・
障
害
の
あ
る
生
徒
の
指
導

・
海
外
か
ら
帰
国
し
た
生
徒
等
へ
の
適
切
な
指
導

・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
等
の
情
報
手
段
の
活
用
、
視
聴
覚
教
材
等
の
活
用

・
学
校
図
書
館
の
計
画
的
な
利
用
、
読
書
活
動
の
充
実

・
評
価
に
よ
る
指
導
の
改
善
、
学
習
意
欲
の
向
上

・
部
活
動
の
意
義
や
留
意
点

・
家
庭
や
地
域
と
の
連
携
、
学
校
間
の
連
携
や
交
流
、
障
害
の
あ
る
幼
児
児
童
生

徒
と
の
交
流
及
び
共
同
学
習
、
高
齢
者
な
ど
と
の
交
流
の
機
会

青
字

は
、

小
学

校
学

習
指

導
要

領
に

は
示

さ
れ

て
い

な
い

観
点

論
点

整
理

を
踏

ま
え

て
追

加
又

は
整

理
す

べ
き

視
点

（
例

）

1

中
学

校
の

教
育

課
程

全
体

を
通

じ
て

育
成

す
る

資
質

・
能

力

横
断

的
に

育
成

す
べ

き
資

質
・
能

力
と

教
科

等
間

の
関

係

教
育

課
程

編
成

の
在

り
方

（
ｶ
ﾘ
ｷ

ｭ
ﾗ
ﾑ

･ﾏ
ﾈ

ｼ
ﾞﾒ

ﾝ
ﾄ）

の
視

点

学
習

・
指

導
方

法
の

改
善

（
ｱ

ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ･
ﾗ
ｰ

ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ）

の
視

点

知
・
徳

・
体

の
総

合
的

な
育

成
の

視
点

学
校

生
活

の
核

と
な

る
教

育
課

程
の

意
義

教
科

等
各

教
科

等
の

本
質

的
意

義
と

教
育

課
程

の
総

体
的

構
造

教
育

課
程

全
体

に
お

い
て

重
視

す
べ

き
学

習
活

動
等

（
習

得
・
活

用
・
探

究
、

言
語

活
動

、
体

験
活

動
、

問
題

解
決

的
な

学
習

、
自

主
的

・
自

発
的

な
学

習
、

見
通

し
・
振

り
返

り
、

繰
り

返
し

指
導

、
情

報
機

器
や

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

等
の

活
用

、
社

会
教

育
施

設
等

の
活

用
、

学
校

図
書

館
を

活
用

し
た

読
書

活
動

、
美

術
館

や
音

楽
会

等
を

活
用

し
た

芸
術

鑑
賞

活
動

等
）

学
校

段
階

間
の

接
続

18
歳

の
段

階
や

義
務

教
育

段
階

で
身

に
つ

け
て

お
く
べ

き
力

の
共

有

キ
ャ

リ
ア

教
育

の
視

点

多
様

な
個

に
応

じ
た

指
導

の
在

り
方

（
優

れ
た

才
能

や
個

性
を

有
す

る
児

童
生

徒
へ

の
指

導
や

支
援

、
海

外
か

ら
帰

国
し

た
子

供
や

外
国

人
児

童
生

徒
へ

の
日

本
語

指
導

・
適

応
指

導
等

、
学

び
直

し
、

習
熟

度
別

指
導

等
）

生
徒

指
導

、
進

路
指

導

ｲ
ﾝ
ｸ
ﾙ

ｰ
ｼ
ﾌ
ﾞ教

育
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

の
理

念
を

踏
ま

え
た

連
続

性
の

あ
る

「
多

様
な

学
び

の
場

」
に

お
け

る
十

分
な

学
び

の
確

保

部
活

動
の

位
置

づ
け

中
学

校
学

習
指

導
要

領
の

構
成

「
社

会
に

開
か

れ
た

教
育

課
程

」
の

理
念

の
実

現
に

向
け

て
、

中
学

校
学

習
指

導
要

領
全

体
及

び
総

則
は

ど
の

よ
う

な
構

造
や

表
現

と
す

る
こ

と
が

ふ
さ

わ
し

い
か

※
 

平
成

３
１

年
度

よ
り



 

 

学習評価の改善に関する主な論点（案） 

 

１．育成すべき資質・能力と学習評価の在り方について 

育成すべき資質・能力に基づく教育課程の構造化と学習評価の改善を一体的に進めて

いくためには、どのような改善が必要か。 

 ○教育目標の構造と学習評価の関係（「目標に準拠した評価」のさらなる実質化） 

 ○資質・能力の三つの柱それぞれの性質を踏まえた、ふさわしい評価の在り方 

  ・観点別評価（学習状況を分析的に捉える） 

  ・個人内評価（一人一人の良い点や可能性、進歩の状況について評価する） 

○資質・能力と学習評価の在り方を踏まえた、指導要録の在り方 

（参考）「指導に関する記録」の記載事項 

・「各教科の学習の記録」として「観点別学習状況」と「評定」 

 ・「総合的な学習の時間の記録」 

 ・「特別活動の記録」 

 ・「行動の記録」 

 ・「総合所見及び指導上参考となる諸事項」 

 ・「出欠の記録」 

 ○学習評価に関する、学習指導要領、解説、教育課程部会報告、指導要録の改善に関する

通知、国立教育政策研究所作成の参考資料等の意義や関係性の再整理 

 

２．観点別学習状況の評価の在り方について 

現行の評価の観点（Ｈ22 通知）は、「知識・理解」「技能」「思考・判断・表現」「関

心・意欲・態度」の４観点を基本としているが、これらは、学校教育法改正(H19)で明確

に示された、学力の３要素を基にしたものであり、基となる考え方の要素は３つである。

こうした関係性を更に分かりやすくするとともに、「論点整理」を踏まえ、評価の観点

と資質・能力の関係をより構造化していくためには、どのような改善が必要か。 

○「論点整理」の考え方と教科の特性を踏まえた、評価の観点に関する共通的な考え方の

整理 

平成 2 8 年１月１８日 

総 則 ・ 評 価 特 別 部 会 
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 （３つの観点で整理することについて考えられるメリット） 

・教科の目標と評価の観点が対応することにより、指導と評価の一体化をより円滑に推

進する。（教員の負担も軽減される） 

 ・評価における学力の三要素のバランスがよくなる（４観点では「知識」「技能」の比

重が相対的に大きいように受け止められる） 

 ・教科・校種を超えて共通の整理をすることにより、評価の改善に向けた学校や教育委

員会の組織的取組等を行いやすくする 

 （教科の特性） 

 ・体育の「思考・判断」、音楽の「音楽表現の創意工夫」「音楽表現の技能」のように

「思考・判断・表現」の「表現」と各教科固有の「表現」との違いに留意が必要なも

の 

・国語、外国語、芸術系教科等で、「思考・判断・表現」と「技能」が不可分であると

されているもの 

 ・保健分野の「技能」、芸術系教科の「知識」等、対応する観点が示されていないもの 

○「知識」の意味について、知識の習得・構造化と発達の段階を踏まえた評価の考え方に

ついて 

○「思考･判断・表現」の評価の在り方について 

○「主体的に学習に取り組む態度」と現行の「関心・意欲・態度」の関係性の整理や、具

体的な評価の在り方について 

 

３．各学校における学習評価の質を高めていくために必要な取組等について 

各学校における、学習評価に対する取組を活性化するためには、どのような考え方の

整理や取組上の工夫が必要か。 

○カリキュラム・マネジメントと学習評価の関係について 

○年間計画と単元、授業の組み立て方と評価の場面について 

○診断的評価、形成的評価、総括的評価の意義と在り方について 

○多様な学習活動や学習成果の評価について 

○アクティブ・ラーニングの視点との関係について 

○教職課程や研修の中における評価の扱いについて 



 

 

○ICT の活用について 

 

４．学習評価を子供一人一人の自己評価につなげ、学習意欲を高めていくために必要な取組

等について 

学習評価を、子供一人一人の「学びに向かう力」の向上につなげていくためには、ど

のような工夫が必要か。 

○学習評価と「メタ認知」の関係 

○子供一人一人が、自らの学習状況やキャリア実現を見通し振り返ることができるように

するために仕組みの在り方 



 
 

幼児教育部会における検討事項について（案） 

（教育課程企画特別部会 論点整理より） 

 
［１］新しい幼稚園教育要領が目指す姿について 

―幼児期に育みたい資質・能力と幼稚園教育要領の構造化の方向性から― 

 
○論点整理に示された育成すべき資質・能力の基本的な考え方を踏まえ、幼児

教育の特性に配慮した幼児期において育みたい資質・能力をどう明確化するか。 

○アクティブ・ラーニングの視点に立って、幼児期における指導方法をどのよ

うに充実するか。 

［２］幼稚園教育における改訂の具体的な方向性について 

―教育課程の基本的な枠組みと、小学校教育との接続から― 

 
○幼児期の終わりまでに育ってほしい姿をどのように明確化するか。 

○幼児期にふさわしい評価の在り方についてどのように考えるか。 

○幼児教育の特性等に配慮した内容をどのように改善・充実していくか。 

○幼児教育と小学校教育との接続を一層強化していくための支援方策をどの

ように進めるべきか。 

○幼稚園における子育ての支援の在り方をどのように捉え、進めるべきか。 

○幼稚園教育の目的や目標を達成するために、幼稚園におけるカリキュラム・

マネジメントをどのように確立すべきか。               

等 



 
 

 

 

教育課程部会幼児教育部会（第３回）における検討事項 

 

① 幼児期において育みたい資質・能力について 

論点１ 

○前回の幼児教育部会における議論や幼児教育の特性を踏まえ、小学校の各教科等における

教育の前倒しと受け取られないようにしつつ、幼児期において育みたい資質・能力の明確化

を図るには、どのような工夫が必要か。（資料２、資料４） 

 

 

（参考） 

（前回の幼児教育部会における論点） 

○「教育課程企画特別部会 論点整理」に示された育成すべき資質・能力の基本的な考え方

等を踏まえ、幼児教育の特性に配慮した幼児期において育みたい資質・能力をどのように

明確化するか。 

 

（前回の幼児教育部会の議論の整理） 

・個別の知識や技能は、幼児期の場合、何を知っているか、何ができるかというより、何を 

知ったり、何に気付いたりしているのかといった視点が大事。 

・思考力・判断力・表現力等は、興味や関心がまずベースにあって「知っていること、気付

いたことを使って、考えたり、試したり、表現したり」といった表現方法がよいのではない

か。 

・学びに向かう力、人間性等は、幼児期は環境を通しての指導がベースであることから、「ど

のように環境と関わって、より充実した生活を送るか」という表現が適当。 

・５領域の内容については、資質・能力の三つの柱に沿って整理していく必要があるのでは

ないか。 

 

 

  

平 成 ２ ７ 年 １ ２ 月 ２ ４ 日 
教育課程部会幼児教育部会 

資料１ 



 
 

②幼児期の終わりまでに育ってほしい姿の明確化について 

論点２ 

○前回の幼児教育部会の議論や幼児教育の特性を踏まえ、幼児期の終わりまでに育ってほし

い姿の明確化を図る際、以下の視点から改善すべき点はないか。（資料３、資料４） 

 

・論点整理「育成すべき資質・能力について」（資料４ 資質・能力等関係資料 論点整理 

抜粋Ｐ8～Ｐ13）を踏まえた視点 

 

・平成 22 年以降の幼児を取り巻く環境の変化、幼児の育ちの変化、今後の社会の質的な変

化、国際社会における幼児教育に対する認識の高まり、いわゆる非認知的能力の重要性の指

摘、新しい時代と社会に開かれた教育課程（論点整理抜粋Ｐ1～Ｐ4）等を踏まえた視点 

 

・幼稚園教育要領における５領域との関係や、要領全体とのバランスの視点 

 

・「前の学校段階での教育が次の段階で生かされるよう、学びの連続性が確保されることが

重要である。」と論点整理（論点整理抜粋Ｐ13）において提言されていることを踏まえた、

小学校教育からの視点 

 

・「次期改訂に向けての課題」（論点整理抜粋Ｐ5～6）を踏まえた視点 

 

 

（参考） 

（前回の幼児教育部会における論点） 

○ 幼児期の終わりまでに育ってほしい姿をどのように明確化するか。 

 

（前回の幼児教育部会の議論の整理） 

・ 幼児期の終わりまでに育ってほしい姿を育成すべき資質・能力の三つの柱に沿って整理

することによって、幼稚園から高等学校までを見通した体系的なものができるのではない

か。 

・ 自己肯定感について、幼児期の終わりまでに育ってほしい姿として重視すべきではない

か。 
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教育課程部会幼児教育部会（第４回）における検討事項 

 

① 幼稚園における子育ての支援の在り方について 

 
 
○ 現在、子育ての支援については、学校教育法第二十四条「幼稚園においては、第二十二

条に規定する目的を実現するための教育を行うほか、幼児期の教育に関する各般の問題に

つき、保護者及び地域住民その他の関係者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言

を行うなど、家庭及び地域における幼児期の教育の支援に努めるものとする。」と規定さ

れている。 
 
○ また、幼稚園教育要領においては、第１章 総則 第３ 教育課程に係る教育時間の終

了後等に行う教育活動など及び第３章 指導計画及び教育課程に係る教育時間の終了後

等に行う教育活動などの留意事項 第２ 教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教

育活動などの留意事項に規定されているところ。 
 
○ 近年、我が国においては少子化の急速な進行、核家族化の進行等による子育て不安、孤

立感の高まりや共働き世代の増加など社会の労働環境の変化、地域における連帯感の希薄

化等による家庭や地域の教育力の低下等により、家庭、地域と学校教育がより連携強化を

図っていくことが、ますます必要となっている。特に、幼児教育は学校教育の中で、家庭

や地域との結び付きが強い学校種である。 
 
○ 「教育課程企画特別部会 論点整理」においては、「教育課程の基準となる学習指導要

領及び幼稚園教育要領も、各学校が「社会に開かれた教育課程」を実現していくことに資

するものでなければならない」と提言されている。 
また、「子供の発達の連続性を踏まえた幼児教育を充実するために、子供一人一人の多

様性への配慮や学校と家庭、地域との連携強化の観点から、幼稚園における子育ての支援

等について、具体的な留意事項の在り方等に関する検討を行う必要がある。」と提言され

ている。 
 
○ これらを踏まえ、幼稚園における子育ての支援について、具体的にどのような留意事項

を設けていくべきか。 

平 成 ２ ８ 年 １ 月 ２ １ 日 
教育課程部会幼児教育部会 

資料１ 
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② 幼稚園における「教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動」（いわゆる「預

かり保育」）の充実について 

 

 
○ 現在、「預かり保育」については、学校教育法第二十五条「幼稚園の教育課程その他の

保育内容に関する事項は、第二十二条及び第二十三条の規定に従い、文部科学大臣が定め

る。」と規定されていることを踏まえ、幼稚園教育要領において、第１章 総則 第３ 教

育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動など及び第３章 指導計画及び教育課

程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動などの留意事項 第２ 教育課程に係る教

育時間の終了後等に行う教育活動などの留意事項に規定されている。 
 
○ 「預かり保育」は、通常の教育時間の前後や長期休業期間中などに、地域の実態や保護

者の要請に応じて、幼稚園が、当該幼稚園の園児のうち希望する者を対象に行う教育活動

であり、我が国の子育て環境の変化等から、その要望は年々高まっており、実施率も増え

てきている。 
 
○ これらを念頭に置きながら、「預かり保育」について、例えば、教育課程に基づく活動

との関連性など、学校教育法や幼稚園教育の基本を踏まえ、幼稚園の教育活動として適切

な活動となるよう、充実すべき点や留意事項として加えるべき点はないか。その際、「幼

稚園が「社会に開かれた教育課程」を実現していくことに資するという観点から、考慮す

るべき点はないか。 
 
 
 



特別支援教育部会における検討事項について（案） 

 

全ての学校や学級に、発達障害を含めた障害のある子供たちが在籍する可

能性があることを前提に、インクルーシブ教育システムの理念を踏まえ、子

供たちの自立と社会参画を一層推進するため、以下の事項を検討してはどう

か。 

 

１．特別支援教育における、 

① 社会に開かれた教育課程、育成すべき資質・能力、「アクティブ・ラーニ

ング」の視点に立った指導、カリキュラム・マネジメントの在り方。 

 

２．幼稚園、小学校、中学校、高等学校等において、 

① 各教科等の目標を実現する上で考えられる困難さに配慮するために必要

な支援の改善・充実。 

② 通級による指導や特別支援学級の意義、それらの教育課程の取扱いにつ

いての改善・充実。 

③ 合理的配慮の提供も含めた「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」

の位置付け並びに作成・活用の方策についての明確化。 

④ 特別支援教育コーディネーターを中心とした校内体制の確立等の観点等

の明確化。 

⑤ 共生社会の形成に向けた障害者理解の促進、交流及び共同学習の一層の

充実。 

 

３．特別支援学校において、 

① 幼児児童生徒の発達の段階に応じた自立活動の改善・充実。 

② これからの時代に求められる資質能力を踏まえた、障害のある幼児児童

生徒一人一人の進路に応じたキャリア教育の充実。 

③ 知的障害のある児童生徒のための各教科の改善・充実。 

 

４．幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等との間で、 

① 子供たち一人一人の学びの連続性を実現するための教育課程の円滑な接

続の実現                    

など 

平成 27 年 12 月 22 日 

総則・評価特別部会 
資料２－１       
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幼稚園、小学校、中学校、高等学校等における特別支援教育について 

特別支援教育部会に

おける検討事項 

特別支援教育部会における主な意見 

① 各教科等の目標

を実現する上で

考えられる困難

さに配慮するた

めに必要な支援

の改善・充実。 

【現状】 

・学習指導要領の総則において「個々の児童の障害の状態等に応

じた指導内容や指導方法の工夫を計画的，組織的に行うこと」

と規定。 

・学習指導要領解説（総則編）において、障害別の配慮を例示。 

【主な意見】 

各教科等の目標を実現するとともに、児童生徒の障害の状態や

学習の過程で考えられる困難さに配慮した指導ができるよう、 

○総則だけではなく、各教科等においても配慮の例を示すことが

必要ではないか。 

○総則及び各教科等において示す際には、障害別の配慮のみなら

ず、学習の過程で考えられる困難さに対する配慮の例を示すこ

とが考えられるのではないか。 

○また、困難さを克服するとともに、得意な分野を伸ばすことへ

の配慮も示していく必要があるのではないか。 

② 通級による指導

や特別支援学級

の意義、それらの

教育課程の取扱

いについての改

善・充実。 

【現状】 

≪通級による指導、特別支援学級ともに≫ 

・通級による指導や特別支援学級の目的や内容については、別途、

学校教育法施行規則及び文部科学省告示で規定。（このため、学

習指導要領では、通級による指導や特別支援学級の教育課程の

取扱い等に関する規定は設けられていない。） 

 

≪通級による指導≫ 

・文部科学省告示において、障害に応じた特別の指導は、障害の

状態の改善又は克服を目的とする指導と規定。 

・学習指導要領解説において、指導に当たっては、特別支援学校

における指導領域「自立活動」を参考として、個々の児童生徒

の障害の状態等に応じて目標・内容を定め、学習活動を実施す

ることを記述。 

・高等学校における指導については、現在、「高等学校における特

別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議」において検討

特別支援教育部会における検討状況（第４回まで） 
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を行っており、この検討経過を踏まえ、特別支援教育部会や総

則・評価特別部会において、教育課程全体の改訂の議論の中で

検討を行う予定。 

 

≪特別支援学級≫ 

・文部科学省通知及び学習指導要領解説において、特別支援学級

における指導に当たって、特別の教育課程を編成する場合は、

必要に応じて、特別支援学校小・中学部学習指導要領を参考と

して、実情に合った教育課程を編成することを記述。 

（学習指導要領解説で示している例） 

・特別支援学校の「自立活動」を取り入れる 

・各教科の目標・内容を下学年の教科の目標・内容に替える 

・特別支援学校（知的障害）の各教科の一部又は全部に替える 

 など 

【主な意見】 

≪通級による指導≫ 

通級による指導の充実を図るとともに、通級による指導と各教

科等の指導との関連が明らかになるよう、 

○学習指導要領の総則において、通級による指導の目標・内容や、

教育課程の構造等、配慮事項等を示すことが必要ではないか。 

 

≪特別支援学級≫ 

小・中学校教育の目標や内容を達成するとともに、学級の実態

や児童生徒の障害の程度等を踏まえた、実情に合った教育課程が

編成できるよう、 

○学習指導要領の総則において、特別支援学級における教育課程

の基本的な考え方や編成の方針等を具体的に示すことが必要で

はないか。 

③ 合理的配慮の提

供も含めた「個別

の教育支援計画」

や「個別の指導計

画」の位置付け並

びに作成・活用の

方策についての

明確化。 

【現状】 

≪合理的配慮※の提供≫ 

・障害者の権利に関する条約（平成 19 年 9 月日本国署名）を踏

まえ、中央教育審議会初等中等教育分科会報告「共生社会の実

現に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援

教育の推進」（平成 24 年 7 月）において、合理的配慮の観点（3

観点 11 項目、参考資料Ｐ11 参照）を示し、各学校における合

理的配慮の提供を周知。 

- 3 -



 
 

・障害者差別解消法の施行（平成 28 年 4 月）に伴い、合理的配

慮の提供について、国や地方公共団体は法的義務、民間事業者

は努力義務が課される。 
※権利条約における合理的配慮の定義を踏まえ、行政機関等及び事業者に対

し、その事務・事業を行うに当たり、個々の場面において、障害者から現

に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合におい

て、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害す

ることとならないよう、社会的障壁の除去の実施について、必要かつ合理

的な配慮を行うことを求めている。 

 

≪個別の指導計画、個別の教育支援計画≫ 

・学習指導要領総則において、障害のある幼児児童生徒などに対

して、個々の幼児児童生徒の障害の状態等に応じた指導内容や

指導方法の工夫を計画的、組織的に行うことが例示されている。 

・作成する必要がある幼児児童生徒に対する作成状況は、小・中

学校においては作成が進んでいたが、幼稚園、高等学校におい

ては作成状況に課題。 

【主な意見】 

≪合理的配慮の提供≫ 

○合理的配慮の考え方（合理的配慮の観点、意思の表明から提供

までの留意点など）を示す必要があるのではないか。 

○合理的配慮が継続的に提供できるよう、「個別の指導計画」や「個

別の教育支援計画」を作成する際にも、合理的配慮の提供につ

いて記述することが必要ではないか。 

 

≪個別の指導計画、個別の教育支援計画≫ 

○通級による指導を受ける児童生徒及び特別支援学級に在籍する

児童生徒については、「個別の教育支援計画」や「個別の指導計

画」を全員作成することとしてはどうか。 

○「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」の作成・活用の

留意点（実態把握から評価改善など）を示すことが必要でない

か。 

 

④ 特別支援教育コ

ーディネーター

を中心とした校

内体制の確立等

の観点等の明確

【現状】 

・学習指導要領総則において、個々の幼児児童生徒の障害の状態

等に応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的、組織的に行う

こととし、学習指導要領解説において、特別支援教育コーディ

ネーターを中心とした校内体制の在り方を示している。 
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化。 ・校内委員会の設置状況及び特別支援教育コーディネーターの指

名状況は小・中学校ではおおむね１００％（幼稚園での設置・

指名はそれぞれ約 60％、高等学校では約 85％）。 

【主な意見】 

特別支援教育に係る組織的な対応が一層充実されるよう、 

○特別支援教育コーディネーターの役割は不可欠となっており、

特別支援教育コーディネーターを中心とする校内体制等の在り

方（特別支援教育に係る校内委員会の設置、教務や生徒指導等

との連携など）を示す必要があるのではないか。 

 

⑤ 共生社会の形成

に向けた障害者

理解の促進、交流

及び共同学習の

一層の充実。 

【現状】 

・総則において、障害のある幼児児童生徒との交流及び共同学習

や（中略）を設けることと規定。 

・幼稚園、小・中・高等学校及び特別支援学校において、それぞ

れの学校の教育課程に位置付け、計画的な交流及び共同学習を

実施。 

【主な意見】 

○学習指導要領総則の一般方針において、共生社会の形成に向け

た障害者理解の促進を示す必要があるのではないか。 

※交流及び共同学習の理念や取組を共有すること（事例集等の作

成など）や、交流及び共同学習を通して育む力と教育課程との

関係、特別支援教育コーディネーターを中心とした実施体制の

在り方等について、引き続き、特別支援教育部会で検討する必

要。 

 

 
※幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等との間で、子供たち一人

一人の学びの連続性を実現するための教育課程の円滑な接続の実現について
は、今後、特別支援教育部会で検討した上で、総則・評価特別部会において検
討を行う予定。 
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通常の学級 通級による指導 特別支援学校特別支援学級

○幼稚園教育要領、小・
中・高等学校の学習指導要
領に基づいて教育課程を
編成。
○障害の状態等に応じて、
適切な配慮の下に指導を
行う。

○小・中学校の学習指導要
領に基づいて教育課程を編
成。

○小・中学校の教育課程に
加え、又はその一部に替え
て特別の教育課程（通級に
よる指導）を編成することが
できる。

○基本的には、小・中学校
の学習指導要領に基づい
て教育課程を編成。

○特に必要がある場合に
は、小・中学校の教育課程
に替えて、特別の教育課
程を編成することができる。

○特別支援学校教育要領、
学習指導要領に基づいて教
育課程を編成。

※通常の学級で各教科等の指導を
受けながら、障害に応じた特別の指
導（自立活動の指導等）を特別の指
導の場（通級指導教室）で受けるこ
とができる。
※通級による指導に係る授業時数
は、年間３５～２８０単位時間（学習
障害及び注意欠陥多動性障害の児
童生徒については、年間１０～２８０
単位時間）を標準とする。

※特別の教育課程を編成すると

しても、学校教育法に定める小・中
学校の目的及び目標を達成するも
のでなければならない。

※幼稚園に準ずる領域、小学校、中
学校及び高等学校に準ずる各教科、
特別の教科である道徳、特別活動、
総合的な学習の時間のほか、障害に
よる学習上又は生活上の困難の改
善・克服を目的とした領域である「自
立活動」で編成している。

※知的障害者である児童生徒に対
する教育を行う特別支援学校の各教
科については、別に示している。

その者の障害の状態（※）、その者の教育上必要な支援の内容、地域における教育の体制
の整備の状況、本人・保護者の意見、専門家の意見、その他の事情を市町村の教育委員会
が総合的に判断し、就学先を決定する。
※障害の種類により異なるが、例えば弱視者においては、特別支援学級の対象となる障害の程度は「拡大
鏡等の使用によっても通常の文字、図形等の視覚による認識が困難な程度のもの」であり、通級による指
導の対象となる障害の程度は「・・・通常の学級での学習におおむね参加でき、一部特別な指導を必要とす
るもの」である。

特別支援教育にかかわる教育課程（概要）

障害のある幼児児童生徒への指導上の配慮

幼稚園教育
要領

（第3章-第1-2）

(2)障害のある幼児の指導に当たっては，集団の中で生活することを通して全体的な発達を促し
ていくことに配慮し，特別支援学校などの助言又は援助を活用しつつ，例えば指導についての計
画又は家庭や医療，福祉などの業務を行う関係機関と連携した支援のための計画を個別に作
成することなどにより，個々の幼児の障害の状態などに応じた指導内容や指導方法の工夫を計
画的，組織的に行うこと。

小学校
中学校
学習指導要領

（第１章-第4-2）

(7)障害のある児童（生徒）などについては，特別支援学校等の助言又は援助を活用しつつ，例え
ば指導についての計画又は家庭や医療，福祉等の業務を行う関係機関と連携した支援のため
の計画を個別に作成することなどにより，個々の児童（生徒）の障害の状態等に応じた指導内容
や指導方法の工夫を計画的，組織的に行うこと。特に，特別支援学級又は通級による指導につ
いては、教師間の連携に努め，効果的な指導を行うこと。

高等学校
学習指導要領

（第1章-
第5款-5）

(8)障害のある生徒などについては､各教科・科目等の選択、その内容の取扱いなどについて必要
な配慮を行うとともに、特別支援学校等の助言又は援助を活用しつつ、例えば指導についての
計画又は家庭や医療、福祉、労働等の業務を行う関係機関と連携した支援のための計画を個
別に作成することなどにより､個々の生徒の障害の状態等に応じた指導内容や指導方法の工夫
を計画的、組織的に行うこと。

【学習指導要領】

【学校教育法】 第八十一条
幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校においては、次項各号のいずれかに該当する幼児、児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要

とする幼児、児童及び生徒に対し、文部科学大臣の定めるところにより、障害による学習上又は生活上の困難を克服するための教育を行うものとする。

② 小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校には、次の各号のいずれかに該当する児童及び生徒のために、特別支援学級を置くことができる。

一 知的障害者 二 肢体不自由者 三 身体虚弱者 四 弱視者 五難聴者 六 その他障害のある者で、特別支援学級において教育を行うことが適当なもの

③ 前項に規定する学校においては、疾病により療養中の児童及び生徒に対して、特別支援学級を設け、又は教員を派遣して、教育を行うことができる。

幼稚園、小・中・高等学校における特別支援教育について
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【学校教育法施行規則】

第百四十条 小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程において、次の各号のいずれかに該当する児童又

は生徒（特別支援学級の児童及び生徒を除く。）のうち当該障害に応じた特別の指導を行う必要があるものを教育

する場合には、文部科学大臣が別に定めるところにより、第五十条第一項、第五十一条及び第五十二条の規定並

びに第七十二条から第七十四条までの規定にかかわらず、特別の教育課程によることができる。

【平成５年１月２８日文部省告示第７号】

学校教育法施行規則第１４０条の規定に基づき、同項の規定による特別の教育課程について次のように定め、平成
５年４月１日から施行する。

小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程において、学校教育法施行規則（以下「規則」という。）第１４０
条各号の一に該当する児童又は生徒（特別支援学級の児童及び生徒を除く。以下同じ。）に対し、同項の規定による
特別の教育課程を編成するに当たっては、次に定めるところにより、当該児童または生徒の障害に応じた特別の指
導（以下「障害に応じた特別の指導」という。）を、小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程の教育課程に
加え、又はその一部に替えることができるものとする。

１ 障害に応じた特別の指導は、障害の状態の改善又は克服を目的とする指導とする。ただし、特に必要があるとき
は、障害の状態に応じて各教科の内容を補充するための特別の指導を含むものとする。

２ 障害に応じた特別の指導に係る授業時数は、規則第１４０条第一号から第五号まで及び第八号に該当する児童
又は生徒については、年間３５単位時間から２８０単位時間までを標準とし、同条第六号及び第七号に該当する児
童又は生徒については、年間１０単位時間から２８０単位時間までを標準とする。

【小学校学習指導要領解説 総則編】

指導に当たっては，特別支援学校小学部・中学部学習指導要領を参考とし，例えば，障害による学習上又は生活

上の困難の改善・克服を目的とした指導領域である「自立活動」の内容を取り入れるなどして，個々の児童の障害の

状態等に応じた具体的な目標や内容を定め，学習活動を行うことになる。

「通級による指導」に係る教育課程について（法令）

「通級による指導」に係る教育課程について

通級による指導
小・中学校の通常の学級に在籍している障害のある児童生徒が、通常の学級で各教科等の指導

を受けながら、

障害に応じた特別の指導の内容
特別の指導を行う場合は、

として実施。

特別の指導に係る授業時数
年間35～280単位時間（学習障害及び注意欠陥多動性障害の児童生徒については、年間10～

280単位時間）を標準

各教科 道
徳
科

外
国
語
活
動

総
合
的
な
学

習
の
時
間

特
別
活
動

国
語

社
会

算
数

理
科

生
活

音
楽

図
画
工

作 家
庭

体
育

障
害
に
応
じ

た
特
別
の
指

導

通常の学級で指導 特別の場で指導（自校/他校）

一人一人の障害の状態に応じて、特別支援学校
学習指導要領「自立活動」を参考に、指導目標及び
具体的な指導内容を設定

↓
「個別の指導計画」を作成し、指導。

特別支援学校学習指導要領「自立活動」
目標
個々の幼児児童生徒が自立を目指し、障害による学習上又は生活上の困

難を主体的に改善・克服するために必要な知識、技能、態度及び習慣を養
い、もって心身の調和的発達の基盤を培う。
内容
1.健康の保持、2.心理的な安定、3.人間関係の形成、4.環境の把握、5.身
体の動き、6.ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

上記の6区分の下に26項目を示す

（具体例）小学校における「通級による指導」
対象児童の障害 言語発達の遅れ
1.心理的な安定、2.人間関係の形成、
4.環境の把握、6.ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
に関する項目を選定
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【学校教育法施行規則】

第百三十八条 小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程における特別支援学級に係る教育課程につい

ては、特に必要がある場合は、第五十条第一項、第五十一条及び第五十二条の規定並びに第七十二条から第七

十四条までの規定にかかわらず、特別の教育課程によることができる。

【通知】

（「特別支援学校の学習指導要領等の公示及び移行措置について（通知）」（20文科初第1307号平成21年3月9日 文部科学省初等中等教育局長）

小学校又は中学校（中等教育学校の前期課程を含む。）において特別支援学級における指導又は通級による指

導を行うに当たっては、学校教育法施行規則第１３８条又は同規則第１４０条の規定に基づき特別の教育課程によ

ることができることから、必要に応じて特別支援学校小学部・中学部学習指導要領を参考にし、実情に応じた教育課

程を編成する

【小学校学習指導要領解説 総則編】

学校教育法施行規則第138条では，「小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程における特別支援学
級に係る教育課程については，特に必要がある場合は，第50条第１項，第51条及び第52条の規定並びに第72条
から第74条までの規定にかかわらず，特別の教育課程によることができる。」と規定している。

この場合，特別の教育課程を編成するとしても，学校教育法に定める小学校の目的及び目標を達成するものでな

ければならないことは言うまでもない。なお，特別支援学級において特別の教育課程を編成する場合には，学級の

実態や児童の障害の程度等を考慮の上，特別支援学校小学部・中学部学習指導要領を参考とし，例えば，障害に

よる学習上又は生活上の困難の改善・克服を目的とした指導領域である「自立活動」を取り入れたり，各教科の目

標・内容を下学年の教科の目標・内容に替えたり，各教科を，知的障害者である児童に対する教育を行う特別支援

学校の各教科に替えたりするなどして，実情に合った教育課程を編成する必要がある。

特別支援学級に係る教育課程について（法令）

特別支援学級に係る教育課程について

特別支援学級
特別支援学級の教育課程は、小・中学校の学習指導要領に基づいて編成することを基本とし、

特に必要がある場合には、特別の教育課程を編成することが可能。

特別の教育課程を編成する場合は、
。特別の教育課程を編成する場合も、学校教育法に定める小・中学校

の目的及び目標を達成するものでなければならない。

特別支援学級の1学級の編制 15人以下を標準。

［学習指導要領解説の記述例］
・特別支援学校学習指導要領の「自立活動」を取り入れる ・各教科の目標・内容を下学年の教科の目標・内容に替える
・特別支援学校（知的障害）の各教科に替える など

実情に合った教育課程の編成
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（具体例）知的障害特別支援学級
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生徒の知的障害の状態などを踏まえ、
特別支援学校学習指導要領を参考に、
教育課程を編成
↓

「個別の指導計画」を作成し、指導
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自立活動について

個々の児童又は生徒が自立を目指し、

障害による学習上又は生活上の困難を主体的に改善・
克服するために必要な知識、技能、態度及び習慣を養い、

もって心身の調和的発達の基盤を培う。

目的

※「特別支援学校小中学部学習指導要領」より。幼稚部、高等部も同様の記述。

内容とその取扱い

・個々の幼児児童生徒に設定される具体的な「指導内
容」の要素が６区分２６項目で示されている。

・幼児児童生徒の実態把握を基に、個々の幼児児童生
徒に必要とされる項目を選定し、それらを相互に関連付
けて具体的な指導内容を設定する。

１ 健康の保持 (1)生活のリズムや生活習慣の形成に関すること。
(2)病気の状態の理解と生活管理に関すること。
(3)身体各部の状態の理解と養護に関すること。 (4)健康状態の維持・改善に関すること。

２ 心理的な安定 (1)情緒の安定に関すること。
(2)状況の理解と変化への対応に関すること。
(3)障害による学習上又は生活上の困難を改善・克服する意欲に関すること。

３ 人間関係の形成 (1)他者とのかかわりの基礎に関すること。 (2)他者の意図や感情の理解に関すること。
(3)自己の理解と行動の調整に関すること。 (4)集団への参加の基礎に関すること。

４ 環境の把握 (1)保有する感覚の活用に関すること。
(2)感覚や認知の特性への対応に関すること。
(3)感覚の補助及び代行手段の活用に関すること。
(4)感覚を総合的に活用した周囲の状況の把握に関すること。
(5)認知や行動の手掛かりとなる概念の形成に関すること。

５ 身体の動き (1)姿勢と運動・動作の基本的技能に関すること。
(2)姿勢保持と運動・動作の補助的手段の活用に関すること。
(3)日常生活に必要な基本動作に関すること。
(4)身体の移動能力に関すること。
(5)作業に必要な動作と円滑な遂行に関すること。

６ コミュニケーション (1)コミュニケーションの基礎的能力に関すること。
(2)言語の受容と表出に関すること。 (3)言語の形成と活用に関すること。
(4)コミュニケーション手段の選択と活用に関すること。
(5)状況に応じたコミュニケーションに関すること。

自立活動の内容の６区分２６項目について
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